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1．日本銀行正副総裁

今回のテーマ
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日興アセットマネジメン

トの新人。お客様に有

益な情報をお伝えすべ

く、投信や経済につい

て勉強中。

政府は2月16日、日本銀行の正副総裁人事案を衆参両院へ提示

しました。日銀正副総裁はどのようなプロセスで選ばれ、どのよう

な役割を担っているのでしょうか？今回は、日銀正副総裁と日本

銀行について調べてみました。
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（次のページヘ続きます）

黒田総裁の再任で注目される日銀正副総裁人事

日本銀行正副総裁とは、日銀を統括し、金融政策の議論のかじ

取りを担う総裁と2名の副総裁の総称です。その内、日銀総裁は、

最高意思決定機関である政策委員会が定めた方針に従って業務

運営を統括する、日銀のトップです。歴代の日銀総裁には、兄で

ある岩崎彌太郎とともに三菱財閥の基礎を築いた岩崎彌之助や、

日銀総裁退任後に総理大臣や大蔵大臣を歴任した高橋是清など、

そうそうたる人物がいます。

副総裁は、総裁を補佐し、総裁不在時には、その職務を代行す

るなど、日銀執行部として意思決定に深く関わる重要な役職です。

近年では副総裁の内1人は財務省か日銀の出身者が選ばれ、政

策や組織管理などを担い、もう1人は大学教授など民間から選ば

れる例が続いています。

総裁・副総裁ともに任期は5年で、内閣が人事案を衆参両院へ

提出し、国会の同意を得たうえで、任命されます。2008年の衆参

ねじれ国会時には、日銀総裁人事案に参議院で多数派を占めた

民主党が反対し、当時の白川副総裁の昇格が決まるまで、約3週

間もの間、総裁職が空席になるという異例の事態が発生するなど、

政治情勢によっても総裁人事が左右されたこともありました。

政策委員会は日本銀行の

最高意思決定機関で、正

副総裁に、6名の審議委員

を加えた合計9名で構成さ

れています。金融政策運

営の基本方針など、日本

銀行の政策や業務、組織

運営に関する重要な事項

は、この政策委員会の多

数決により決められます。
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1877年の西南戦争勃発に伴ない、戦費を賄うために明治政府など

が大量の紙幣を発行した結果発生した激しいインフレーションを受け、

通貨価値の安定や中央銀行を中核とした近代的な銀行制度の整備

などをめざして、1882年10月に日本銀行は設立されました。

日銀は、「物価の安定」と、「金融システムの安定」を目的としていま

す。これらの目的達成のため、①銀行券の発行・流通などの管理や

真偽判定、②金融機関同士の資金決済などシステムの提供、③金

融政策の決定・実行、④金融機関の経営実態の把握や一時的に資

金が不足した金融機関への資金供給、⑤国の資金の管理、政府を

相手方とした国債の売買など国債に関する業務、⑥海外の中央銀

行などによる円資産の調達・運用への協力や政府による為替介入

の実務、といった業務を行なっています。

また、全国約1万社の企業の業況判断などを集計した「短観（全国

企業短期経済観測調査）」や、企業へのヒアリングなどを通じて各地

域の経済金融情勢に関する調査結果を取りまとめた「さくらレポート」

など、日銀が発表する統計・レポートには、市場関係者の注目度が

高いものも多く、日本経済の実態を把握するうえでも、日銀は重要な

役割を果たしています。日銀と言えば、金融政策の動向や総裁人事

に注目が集まりがちですが、お金の管理や調査・研究などを通じて、

私たちの日常に深く関係しています。

総裁は金融政策を決める金融政策決定会合の議論を仕切り、政

策決定の際は副総裁とともに、9人の政策委員の多数決に委員の

一人として加わります。また、会合後には総裁が記者会見を開き、

決定内容の詳細などを説明します。総裁の発言は市場の注目度が

高く、発言内容によっては為替相場が大きく動くこともあります。この

ほか、G7・G20やBIS（国際決済銀行）の中央銀行総裁会議など

様々な国際会議に出席し、世界経済に関する意見交換や国際金融

に関するルールづくりなどの議論にも参加しています。

黒田総裁が次期総裁に再任された場合、日銀総裁を2期連続で務

めるのは、1961年に再任された山際正道以来、57年ぶりとなります。

2名の現副総裁は退任となるものの、次期副総裁候補の1人である

雨宮氏は現体制においても政策委員会理事として異次元緩和政策

の策定で中心的な役割を果たしたほか、もう1名の候補である若田

部氏も岩田副総裁と同様、金融緩和に積極的なリフレ派であること

から、金融政策の方向性に大きな変更はないとみられています。

2．日本銀行

黒田現総裁が再任される見通しであることから、現状の金

融政策の方向性は維持されるとみられます。新体制の下、

2％の物価安定目標を達成できるか、注目が集まります。

日本銀行は、株式会社で

はありませんが、

JASDAQ市場に上場して

おり、一般の上場株式と

同じように売買することが

できます。ただし、日銀が

発行している「出資証券」

の出資者には議決権の行

使が認められていないほ

か、配当率の決定には財

務大臣の認可が必要なう

えに、その上限も日銀法

で定められているなどの

制約があります。


